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（学位論文要約の続紙）（氏名  平野 実晴  ） 
第 III 章「国内政策の審査：投資仲裁」では、水道事業に関して出されている投資条約に
基づく仲裁決定と判断を取り上げている。①仲裁判断は国内の政策決定や実施に影響力を持
ちうる可能性があるものの、②現行の判断例では水への権利に関連する考慮が公益を目的と
して正当化される措置に含まれていることを明らかにしている。また、③NGOなどが amicus 
curiae として書面を提出する手続きは、理論上は仲裁廷が水への権利の保障を確保する上で
貢献しうるが、実際の効果は測定できないことを論じている。 
第 IV 章「援助機関の自主規制：世界銀行」では、①世界銀行が民営化に代表されるよう
に国家の規制政策に関わる内容のコンディショナリティを付してきたことの設立条約上の位
置づけを明らかにしている。②現行の業務政策には水への権利への明示的言及はないもの
の、その実現の促進に貢献する内容が記載され、③インスペクションパネルの事例の分析で
は、権利の保障を確保する機能があることを示している。 
第 V 章「指標を用いた進捗のモニタリング」では、①国際平面での指標（indicator）の活
用が国に対してあるべき政策の基準となることを示す。②社会権規約委員会が水への権利に
関連する指標を報告制度に組み込むも、その実行に限界がある反面、持続可能な開発目標
（SDGs）が水への権利に言及しその内容を反映させた指標の策定を試みている。③SDGs の
フォローアップと審査の枠組みは、一方では専門性を補強しつつ、他方でステークホルダー
の参加を認める傾向を示しているが、人権義務遵守確保の観点からは社会権規約との役割調
整を明らかにすることが求められる点を指摘している。
 第 VI章「法の運用用語への「翻訳」」では、総合生存学的視点から、水への権利の実現が
現場における事業の運用に依存していることに目を向け、①法規則が水道事業の実務での専
門用語に変換される過程を「翻訳」と概念化して把握することを提案している。②特に、水
のグローバルガバナンスの中間部分に位置づけられる事業体や規制機関などのパートナーシ
ップに対し、翻訳機能の促進への期待を持つことが可能であると指摘している。③この仮説
を実践を通じて検証するため、プロジェクトベースリサーチとして国際水協会（IWA）の水
道事業規制における公衆参加に関するプロジェクトに関与した。その結果をもとに、法律家
が一方的に法の内容を伝達する従来的な方法とは別に、ファシリテーションを通した対話型
の翻訳作業を提案している。 
 以上より、「結論」では、四つのメカニズムによる規制的作用のこれまでの実践は、水へ
の権利が示す基準とは対立せず、むしろ調和しており、機能に着目すればグローバル行政と
しての役割を果たすようになっていると評価している。本研究で重視したグローバルな参加
は、水事業の運用に必要な専門技術的知見と民主的な正統性の相克の上に存在しており、そ
のバランスの確保が今後の制度設計の鍵となりうるとの見解を述べている。本研究で用いた
枠組みが、都市部における水へのアクセスの問題を越えて淡水資源のグローバルな管理を分
析する上でも応用できるかを、今後の研究課題としている。 
